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○ 令和６年６月12日に「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和6年法律第47
号）」が公布され、令和８年10月1日より国民年金育児免除制度が創設されます。

○ 国民年金育児免除制度は、令和８年４月30日に政令、令和８年７月31日に省令が公布されま
した。

○ 「かけはし」第100号（令和８年５月発行）において育児免除制度の概要を説明しましたが、
改めて制度と手続きの方法について説明します。

国民年金育児免除制度の創設【令和8年10月1日施行】

 子を養育する国民年金第1号被保険者について、その子が1歳になるまでの期間に係る国民
年金保険料の納付が免除される制度です。

 子を養育している方（実父母・養父母）は、届出することで、所得に関係なく国民年金保
険料の納付が免除されます。

 「保険料の納付が免除された期間」は、保険料を納付したものとして老齢基礎年金の受給
額に反映されます。

1．制度の概要（国民年金法第88条の3）

 1歳になるまでの子（※）を養育する国民年金第1号被保険者の実父母・養父母が対象です。
 子を養育する要件として、以下のすべてを満たしている必要があります。

①子と身分（親子）関係が継続していること
②子と同一住所であること

       （所得要件はありません）

※ 法律上の親子関係がある子（実子及び養子）に加えて、特別養子縁組の監護期間にある子
及び養子縁組里親に委託している子並びに実親等の意思に反するため養子縁組里親に委託
できず、養育里親に委託されている子も該当します。

2．対象となる方

 育児免除期間として「保険料の納付が免除された期間」は、保険料を納付したものとし
て老齢基礎年金の受給額に反映されます。

 国民年金第1号被保険者であれば、夫婦ともに育児免除制度の対象です。
 すでに保険料を納付している期間や、国民年金保険料免除・納付猶予、学生納付特例が

承認されている期間についても、届出することで育児免除期間として取り扱われます。
保険料を納付している期間ついては、保険料の充当または還付が行われます。

 育児免除期間中も付加保険料（月額400円）を納付することができます。また、国民年
金基金及び個人型確定拠出年金（iDeCo）の加入もできます。

３．育児免除制度のメリット
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４．国民年金保険料が免除される期間

（１）実母の場合
産前産後免除期間を有する実母の場合は、産前産後免除期間に引き続く9か月間（産前

産後免除期間と合わせて最大13か月間）国民年金保険料が免除されます。
例：子の出産（予定）日が令和８年10月１日の場合

⇒令和９年１月〜令和９年９月の間が育児免除期間に該当

（２）実父または養父母の場合（産前産後免除期間を有しない実母を含む）
子を養育することとなった日の属する月から、１歳になる誕生日の前月までの最大12

か月間国民年金保険料が免除されます。
例：子の出産日が令和８年10月１日の場合

⇒令和８年10月〜令和９年９月の間が育児免除期間に該当

（３）令和８年10月より前から子を養育しており、制度施行時点で1歳未満の場合
令和８年10月以降の期間かつ上記（１）または上記（２）の条件を満たす期間について、

国民年金保険料が免除されます。
例：子の出産（予定）日が令和８年１月１日の場合

⇒令和８年10月〜令和８年12月までの３か月間が育児免除期間に該当

（実母の場合）

（実父または養父母の場合）
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５．育児免除制度に係る手続き

 育児免除の要件に該当する方は、「国民年金産前産後免除該当届／育児免除該当・終了
届」を市区町村に提出します。（電子申請も可能）

（１）育児免除に該当したとき

 育児免除の期間が満了することにより終了する場合、手続きは不要です。
 育児免除の期間が満了する前に子を養育しなくなった場合は、育児免除終了届を市区町村

に提出します。（電子申請も可能）
※子を養育しなくなった場合の例：子と同居しなくなった、子が死亡した等
※育児免除終了の手続きについては、添付書類は不要です。

（２）育児免除が終了するとき

〔届出時期〕
子を養育することとなった日以降速やかに提出してください。
ただし、令和8年10月よりも前から子を養育している方は、令和8年10月1日以降に提出し

てください。（制度施行前の届出はできません）

〔添付書類〕※原則不要
① 子の生年月日及び被保険者と子の身分関係を確認できる書類（親子関係確認書類）

・戸籍謄（抄）本、戸籍記載事項証明書

② 同居の事実を確認できる書類（同一住所確認書類）
・住民票

※日本年金機構において個人番号を用いた情報連携により確認を行うため、書類の添付は
原則不要です。ただし、①については、以下の場合は個人番号を用いた情報連携による
確認ができないため、証明書類の添付が必要です。
・親又は子が外国籍である場合（日本の戸籍で確認できる場合を除く）
・特別養子縁組の監護期間にある子及び養子縁組里親に委託している子を養育する場合
・実親等の意思に反するため養子縁組里親に委託できず、養育里親に委託されている子

に係る届出の場合

産前産後免除（出産（予定）日が令和8年7月以降の者に限る）の手続きを、免除が終了す
る前に行っている被保険者については、産前産後免除期間終了月の翌月上旬に、育児免除の要
件に該当しているか、日本年金機構で個人番号を用いた情報連携により確認を行います。

育児免除の要件に該当していることが確認できた場合、日本年金機構において該当処理を
行ったうえで「国民年金保険料育児免除該当通知書」をお送りしますので、改めての手続きは
不要です。

※育児免除の要件に該当していることを確認できなかった場合は、「産前産後免除終了のお知ら
せ」をお送りします。なお、育児免除の要件に該当する子を養育している場合は、育児免除該
当届の提出が必要です。

育児免除該当の手続きが不要な方（育児免除の自動処理）

September2026＜Vol.102＞ 
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令和８年度「国民年金保険料免除・納付猶予申請書」の送付

国民年金保険料の免除または納付猶予に該当する対象者へ令和８年度の「国民年金保険料免
除・納付猶予申請書（ターンアラウンド様式） 」 （以下「免除TA申請書」という）を 以下
のとおり送付します。

全額免除または納付猶予該当者 一部免除該当者

対象者

令和8年7月分保険料が未納であり、
本人・配偶者・世帯主の令和7年所得
及び扶養情報から、全額免除または納
付猶予に該当する者                           
（学生納付特例の対象者を除く）

令和8年7月分から令和8年8月分のい
ずれかの保険料が未納であり、本人・配
偶者・世帯主の令和7年所得及び扶養情
報から、一部免除（4分の3免除、半額免
除、4分の1免除）に該当する者      
  (学生納付特例の対象者を除く)

送付時期 10 月 15 日（木）（予定） 11 月 13 日（金）（予定）

送付物

・免除TA申請書（ハガキ形式）

・申請書の記入方法（リーフレット）

・個人情報保護シール

令和８年度（令和８年７月～令和９年６月）における国民年金保険料の免除等を希望される
場合は、免除TA申請書に必要事項を記入のうえ提出いただくよう、ご案内をお願いします。

なお、令和８年６月分以前の免除・納付猶予申請については、通常の申請書（Ａ4サイズ複
写式のもの）による申請が必要になります。

（免除TA申請書のレイアウトについては、次ページをご覧ください。）

マイナポータルへの電子送付について
免除TA申請書の送付対象者のうち、マイナポータルとねんきんネットを認証連携して

いる者には、ハガキ形式の申請書を送付するとともに、マイナポータルの「お知らせ
（電子ポスト）」にも申請書を電子送付します。
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 　免除は右記の区分を上から
順に審査します。
 　変更等を希望する場合は、
お問い合わせ先の年金事務所
へご連絡ください。

国民年金保険料 免除・納付猶予申請書

基礎年金番号

必要事項を記入し
てください。

-

46359

5:昭和
7:平成

下記のとおり免除・納付猶予を申請します。
○
。

　

 

　  　  　         

  

　　　　 　　　　 　　　

　 　 　  　

　 　　　　　

　 　　　　　

 　 　　　

 　 　　　

 　 　　　

　　　　　　

免除TA申請書（全額免除または納付猶予該当者用）

免除TA申請書（一部免除該当者用）
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○ 令和８年国民年金被保険者実態調査は、国民年金法に基づき、国民年金第１号被保険者等の実
態や国民年金に対する意識を調査する、３年に１度の統計調査です。本年10月中旬から、厚生
労働省において、「直接調査」「追納調査」「所得等調査」の３種類の調査が行われます。

○ 「直接調査」及び「追納調査」については、調査対象者に対して、郵送で調査票を送付して回
答いただきます。

○ 「所得等調査」については、市区町村に対して、10月に厚生労働省より依頼通知が発出され、
調査対象となる市区町村において住民基本台帳等を基に回答いただきます。

○ なお、令和８年熊本地震による被災状況を鑑み、熊本県内の一部市区町村については調査対象
から除外しています。

令和８年国民年金被保険者実態調査を実施します

（１）調査対象

調査の概要

（２）調査実施スケジュール

○ 厚生労働省コールセンター「国民の皆様の声受付窓口」
電話：03－5253－1111（音声案内「２」を選択してください。）
電話：03－3595－3535
［受付時間］9：30～12：00、13：00～18：15（土・日・祝日を除く）

※ お問い合わせいただく際は、調査名「国民年金被保険者実態調査」をお伝えください。

○ 厚生労働省ホームページ
「国民年金被保険者実態調査」

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/140-15.html

お問い合わせ先

（３）回答方法
直接調査・追納調査 ： オンライン回答または郵送
 所得等調査  ： 厚生労働省へメールまたは郵送

直接調査 ： 令和８年３月末現在における国民年金第１号被保険者のうち、
  無作為抽出した約６万４千人

追納調査 ： 過去に保険料の納付猶予制度（学生納付特例制度又は納付猶予制度）を
  利用し、納付猶予の承認から２年目又は９年目となる者のうち、
  無作為抽出した約１万６千人

所得等調査 ： 直接調査の調査対象者及びその属する世帯

 直接調査・追納調査 ： 令和８年10月～11月中旬
 （注）ただし、調査の終期までに回答が得られなかった者に督促（３回）を行い、

令和９年３月頃まで調査票の回収を行う。
 所得等調査  ： 令和８年10月～令和９年２月下旬
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国民年金関係届書等の入力・回付時における留意点

日本年金機構では、事務処理の正確性を確保するため、事務処理誤りの発生の傾向や原因
等について分析を行い、発生防止に取り組んでいます。

以下に実際に発生した事例をご紹介しますので参考としていただき、同様事案の発生防止
に向け、引き続き、適切な入力・回付をお願いいたします。

〇電子媒体作成時の入力誤り
① 該当年月日の入力誤り

    資格取得のため窓口にて受付した国民年金被保険者関係届書（申出書）について、
該当年月日を誤って入力（正：令和７年４月１日 → 誤：令和４年４月１日）し、

 事務センターへ回付した。

② 対象者の誤り
資格取得のため窓口にて受付した国民年金被保険者関係届書（申出書）について、
誤って本人だけでなく、届出の対象者ではない世帯主の情報も入力し、事務センター
へ回付した。

〇届書の回付先の誤り
資格取得申出のため窓口にて受付した国民年金被保険者関係届書（申出書）について、
お客様から前納希望があったことから、至急処理分として年金事務所へ回付すべきところ、
事務センターへ回付した。

・国民年金被保険者関係届書（申出書）を受付する際、お客様が前納を希望されている
場合は、当該届書の備考欄に「前納希望」及び「前納対象期間」を記入いただき、
右下の⑭納付書関連の早期送付「２」に○をつけてください。(次ページの記入例を参照)

・窓口等で受付した届書は、受付した日から14日以内に事務センターまたは年金事務所
へ回付（国民年金法施行規則第九条第一項）することとなっておりますので、速やか
な回付についてご協力をお願いします。なお、至急処理が必要な届書については年金
事務所へ回付し、届書の回付遅れ・漏れがないよう注意してください。

September2026＜Vol.102＞

・誤った内容の届書や不要な届書を回付し、処理が行われると、お客様が納付していた
国民年金保険料が還付されたり、社会保険料控除証明書が正しく発行されなかったり
するなど、お客様へご迷惑をおかけすることとなります。

・届書を電子媒体により回付する際は、入力したデータや入力すべき箇所に相違がない
か、他の担当者とダブルチェックをするなど、確認を行ってください。

Point

Point
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記入例：お客様が前納を希望されている場合

〇
〇 〇X X X X X X

〇

前納希望 令和X年X月～令和X年X月

備考欄に「前納希望」及び「前納対象期間」の
記入が必要です

⑭納付書関連の早期送付「2」へ○を
つけてください
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住基連動による死亡保留の業務スケジュールのお知らせ

住基連動で死亡情報が確認できた場合の死亡保留の入力スケジュールをお知らせします。

【業務スケジュール】

（参考）
○令和８年10月の業務スケジュールの見方
① 各自治体で９月３日から10月４日までに入力された死亡の異動情報については、10月５日から

10月13日の間で機構の受給者情報とJ-LISの情報を突合します。
② 死亡情報が確認できた場合は、10月16日から10月19日に死亡保留処理（受給者原簿更新）が

行われるため、10月定期支払は死亡者本人の口座に振り込まれ、11月以降の振込は停止される
こととなります。

③ その後、10月30日の「未支給年金のお知らせ」対象者情報抽出日の前日までに死亡失権が入力
されなかった場合は、11月17日に「未支給年金のお知らせ」が死亡者の住所宛てに送付される
こととなります。

10月 11月 12月 1月 2月 3月

各自治体での
異動情報の入力

9/3～10/4までに
死亡届を処理

10/5～11/4までに
死亡届を処理

11/5～12/2までに
死亡届を処理

12/3～1/5までに
死亡届を処理

1/6～2/1までに
死亡届を処理

2/2～3/2までに
死亡届を処理

異動者情報照会
（日本年金機構⇔J-LIS）

受給者原簿更新
（死亡保留）

「未支給年金のお知らせ」
対象者情報抽出

「未支給年金のお知らせ」
発送日

令和8年 令和9年年月
項目

11月支払から保留 12月支払から保留 1月支払から保留 2月支払から保留 3月支払から保留 4月支払から保留

5 13

16 19

30

5 11

16

30

3 9

14

28

6 12

15 18

29

2 8

12 15

26

3 9

12

31

17

17

15

15

19 16 15

15

住基連動による死亡保留の業務スケジュールについて



日本年金機構（以下「機構」という）は、厚生労働省と協力して、11月を「ねんきん月間」と
位置づけ、国民の皆さまに年金制度を身近に感じていただき、年金制度に対する理解を深めてい
ただくことを目的に普及・啓発活動に取り組みます。

また、11月30日（いいみらい）の「年金の日」は、国民お一人お一人に「ねんきんネット」等
を活用して、ご自身の年金記録や年金の受給見込額を確認していただき、高齢期の生活設計に思
いを巡らしていただくことを目的にしています。次ページもあわせてご参照ください。

11月は「ねんきん月間」、11月30日は「年金の日」
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主な取組予定

・SNSを活用した年金制度についての情報発信
11月は毎営業日に、機構公式Xや公式Facebookを

活用し、公的年金制度の周知や手続きを分かりやすく
案内します。

・機構ホームページ内に「ねんきん月間」「年金の日」
特設ページの設置

・令和8年度「わたしと年金」エッセイ受賞作品の発表
及び過去受賞作品のアニメーション動画の公開

令和８年度「わたしと年金」エッセイ受賞作品を発表
するとともに、過去の受賞作品をアニメーション化した
動画を機構ホームページにおいて公開します。

・ポスターコンクール・こども絵画展の開催
11月30日（いいみらい）にちなみ「大きくなったら」

「将来の夢」などをテーマとして、こども達が描いた絵画
や「年金」に関するポスターを年金事務所の待合スペース
や商業・公共施設等で展示します。

「ねんきん月間」「年金の日」特設ページ
https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/nenkingekkan.html

商業施設等における出張年金相談会の開催や教育機関、
企業・自治体等において年金セミナーや年金制度説明会
を開催するなど年金事務所の取組を一覧でお知らせする
とともに、年金制度について学べるコンテンツを掲載し
ます。

令和８年度における「ねんきん月間」「年金の日」の取組は10月下旬までに機構ホーム
ページに掲載予定です。各自治体の皆さま方におかれましては、「ねんきん月間」「年金の日」
の趣旨をご理解いただき、周知にご協力をいただきますようお願い申し上げます。

詳細は下記のURLまたは二次元コードからご確認ください。



12

September2026＜Vol.102＞ 

「ねんきんネットの持ち主不明記録検索機能」の周知にご協力をお願いします

日本年金機構では、令和8年7月23日付厚生労働省年金局からの事務連絡『「持ち主不明記録
検索」機能ポスター、リーフレット電子媒体の提供について』でお知らせしているとおり、未
統合記録の解消に向けた取組を継続的に行っているところです。

現在、高齢の方やご遺族の方の未統合記録の確認について、ご家族等を介して「ねんきん
ネットの持ち主不明記録検索機能」を幅広くご利用いただくことを目的にポスターを掲示し、
年金請求のために来訪されたお客様へリーフレットの手渡し配付を行っております。

より多くのお客様へ周知を図りたいことから、ポスターの掲示、リーフレットの設置や市区
町村広報誌への掲載につきまして、ご協力の程よろしくお願いします。

なお、ポスターとリーフレットにつきましては、別途、管轄の年金事務所から配付させてい
ただく予定です。

【広報誌等への掲載例】

日本年金機構では、未統合記録の解明を図るための取組として、「ねんきん定期便」
や「ねんきんネット」でお客様が加入状況を確認できる環境を提供しています。
「ねんきんネットの持ち主不明記録検索機能」は、氏名・生年月日・性別を入力するこ
とにより、その検索条件に一致する持ち主不明記録（基礎年金番号に結びついていない
年金記録）があるかを確認できる機能です。

スマートフォンなどで、ご確認いただけますので、ぜひご利用ください。

※ ポスターとリーフレットのレイアウトについては、次ページに掲載していますので
ご確認をお願いします。

平成8年12月までに年金制度に加入していた方の年金記録のうち、基礎年金番号に結びつ
いていない年金記録のことです。

旧姓だった頃の年金記録、若い頃の年金記録や短い雇用期間の年金記録等、本人が気づか
ないまま、持ち主不明記録となっているケースがあります。

持ち主不明記録とは・・・

広報誌やホームページ等を活用した周知・広報

＜あなたの年金記録が見つかるかもしれません＞
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（参考）ポスター
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（参考）リーフレット



国民年金保険料は、所得税及び住民税の申告において全額が社会保険料控除の対象です。
（その年の１月１日から12月31日までに納付した保険料が対象です）

社会保険料控除を申告（年末調整・確定申告）する場合、「社会保険料（国民年金保険
料）控除証明書」（または領収証書）の添付等が義務づけられています。
「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」は、e-Taxで利用できる電子データの送付も
行っています。郵送よりも早く受け取ることができるため、電子送付を推奨しています。

マイナポータルから「ねんきんネット」にログインし、電子送付の希望登録を行うと、マ
イナポータルの「お知らせ」で電子データを受け取ることができます。（電子送付の希望登
録を行うと、登録後は書面の郵送が停止されます）

日本年金機構は下記のスケジュールで「令和８年分 社会保険料（国民年金保険料）控除証
明書」を対象者に送付します。

「令和８年分 社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」の
送付
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国民年金保険料を納付した時期によって、「社会保険料（国民年金保険料）
控除証明書」の送付時期が異なります。

お客様から控除証明書の送付時期についてお問い合わせがあったときは注意
が必要です！

次ページは、「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」に関するQ&Aです。
お客様からお問い合わせを受けた際にご活用ください。

対象者 送付方法 送付時期

①
令和８年１月１日から令和８年9月30
日までの間に国民年金保険料を納付し
た方

電子送付
令和８年10月中旬から10月下旬

にかけて順次

郵送
令和８年10月下旬から11月上旬

にかけて順次

②

令和８年10月1日から令和８年12月
31日までの間に国民年金保険料を納
付した方
（①の対象者は除きます。）

電子送付 令和９年１月下旬から順次

郵送 令和９年２月上旬

September2026＜Vol.102＞ 
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Q：質問 Ａ：回答

１
「社会保険料（国民
年金保険料）控除証
明書」とは何ですか。

「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」（以下「控除証明書」
といいます。）は、令和８年中（令和８年１月１日から令和８年12月31
日）に納付した国民年金保険料の納付額を証明する書類です。

国民年金保険料について社会保険料控除を申告する場合には、年末調
整・確定申告の際にこの控除証明書や領収証書の添付等が義務づけられ
ています。

※令和8年分以後の確定申告書を令和9年1月1日以後に提出する場
合は、本証明書または領収証書の内容を記載した明細書で代用する
ことができます（年末調整の際は代用できません）。
なお、確定申告については国税庁ホームページをご確認ください。

２ 社会保険料控除とは
何ですか。 

社会保険料控除とは、自分自身の社会保険料（国民年金、国民健康保
険等）を納めたとき、または、配偶者やその他の親族の社会保険料を納
めたときに受けられる所得控除のことをいいます。

申告できる金額は、令和８年中に納めた社会保険料の金額です。

３
控除証明書はどのよ
うな人に送られます
か。 

令和８年１月１日から令和８年12月31日までの間に国民年金保険料を
納付した方（被保険者ご本人宛て）にお送りします。

４ 控除証明書はいつ受
け取れるのですか。 

国民年金保険料を納付した時期によって、以下のスケジュールで
控除証明書をお送りします。

なお、電子データの送付対象の方には書面の郵送は行いません。
①令和８年１月１日から令和８年９月30日までの間に国民年金保険料

を納付した方
・電子データ ：令和８年10月中旬から10月下旬にかけて順次
・書面（郵送）：令和８年10月下旬から11月上旬にかけて順次

②令和８年10月１日から令和８年12月31日までの間に国民年金保険料
を納付した方（※）
・電子データ ：令和９年１月下旬から順次
・書面（郵送）：令和９年２月上旬
※令和８年１月１日から令和８年９月30日までの間に国民年金保険料

を納付した方は除きます。

５

現在は被用者年金
（厚生年金保険、共
済組合等）に加入し
ていますが、過去の
国民年金保険料を納
付した場合、控除証
明書は送られますか。

被用者年金（厚生年金保険、共済組合等）の加入者の方でも、令和８
年中に国民年金保険料を一度でも納付した場合は、日本年金機構から国
民年金保険料についての控除証明書をお送りします。

なお、被用者年金の保険料については、お勤め先で控除額を算出のう
え、市区町村や税務署に届出しますので、日本年金機構で被用者年金の
保険料について控除証明書を作成し、その加入者の方にお送りすること
はありません。

6
控除証明書は電子
データで受け取れる
のですか。

マイナポータルから「ねんきんネット」にログインし、控除証明書の
電子送付の希望登録を行うと、マイナポータルの「お知らせ」に控除証
明書の電子データが届きます。

登録が間に合わなかった場合は、「ねんきんネット」から再交付申請
を行うことで受け取れます。

「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」に関するQ&A

September2026＜Vol.102＞ 
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また、本誌55～56ページの「広報の広場」に市区町村広報紙用の原稿を掲載しました。
市区町村広報紙を通じた地域住民の方への周知にご活用ください。

（３）ねんきん加入者ダイヤル（国民年金加入者向け）

電話番号
（ナビダイヤル）０５７０－００３－００４

受付時間
月～金曜日
第２土曜日※
※第２土曜日以外の土・日・祝日、12/29～１/3はご利用いただけません。

０５０から始まる電話でおかけになる場合 （東京） ０３－６６３０－２５２５

８：３０～１９：００
９：３０～１６：００

（１）控除証明書相談チャット（24時間対応）
（https://www.nenkin.go.jp/service/seidozenpan/chatbot.html）

「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」の概要、証明書の見方やよくあるご質
問（Ｑ＆Ａ） 等について 、日本年金機構ホームページに掲載しています。

令和８年分への更新は令和８年10月上旬に行う予定です。

（２）日本年金機構ホームページ（https://www.nenkin.go.jp/）

日本年金機構ホームページに、 チャットボット（お問い合わせに対話形式で24時間
自動対応するサービス）を開設しています。

上記URLから「ねんきんチャットボット」へアクセスし、「被保険者の方」 「控除
証明書」を選択してください。

令和８年分への更新は令和８年10月上旬に行う予定です。

・全国一律の通話料金でご利用いただけます。
・通話料定額プランの対象外です。
・「0570」の最初の「0」は省略しないでください。
・「0570」の前に市外局番を付けないでください。

「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」のお問い合わせ

September2026＜Vol.102＞ 



【マイナポータルからの登録方法】

年末調整や確定申告で使用する「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」は、
「ねんきんネット」で電子送付の希望登録を行うと、以下のメリットがあります。

・郵送より早く、マイナポータル上での電子データを受け取れます。
・受け取った電子データを利用するとe-Taxでの確定申告が簡単に行えます。
・一度登録すれば、毎年電子データで届きます。
この機会にぜひご利用ください。
（登録のタイミングによっては、翌年分からの反映となる場合があります。）

18

ねんきんネットで電子送付の希望登録
「電子送付の希望の登録/変更」画面で、「社会保険料（国民年金保
険料）控除証明書」欄の「電子送付する」を選択してください。
※ 電子送付の希望登録をした場合、郵送は停止されます。

マイナポータルで電子データの受け取り
10月中旬から下旬頃に、当年分の控除証明書の電子データがマイ
ナポータルの「お知らせ」に届きます。

e-Taxでの確定申告に利用
国税庁のホームページから「確定申告書等作成コーナ
ー」を開き、e-Taxでの確定申告を行ってください。
マイナポータル連携を利用して、控除証明書の内容を
簡単に取り込み、確定申告書に自動入力されます。

ス
テ
ッ
プ
4

マイナポータルからねんきんネットにログイン
①マイナポータルにログイン
②マイナポータルトップ画面の「年金」を選択
③「通知書のペーパーレス化」を選択
⇒ねんきんネットに自動でログインします。
※ 本サービスの利用には、マイナポータルとねんきんネットの連携手続きが必要です。

【ステップ１②の画面イメージ】

マイナポータル
はこちらから

「確定申告書等作成コーナー」
はこちらから

https://myna.go.jp

https://www.keisan.
nta.go.jp/kyoutu/ky/

smsp/top#bsctrl

ス
テ
ッ
プ
１

【ステップ１③の画面イメージ】

ス
テ
ッ
プ
２

ス
テ
ッ
プ
3

【ステップ２の画面イメージ】

電子送付の登録方法等の詳細は、日本年金機構ホームページをご覧ください。

ねんきんネット 控除証明書 電子送付 検索
https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/denshisofu_kojin.html

電子送付の登録方法について
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「令和９年分公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の
電子申請サービスの開始と扶養親族等申告書の送付

19
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令和９年分の扶養親族等申告書（以下「申告書」という）について、電子申請及び紙の申告書
のお知らせと提出の受付を開始します。

〇年金から所得税を源泉徴収する方の変更
老齢または退職を支給事由としている年金の支給額が以下に該当する方。

＜税制改正に伴う変更点＞

税制改正に伴い、年金から所得税が源泉徴収される対象が変更となりました。併せて、所得
税の源泉徴収対象でない場合でも、「単身者の住民税の非課税限度額」以上の年金額である方
は、申告書の提出対象となりました。

令和８年分 令和9年分

65歳未満の方 155万円以上 164万円以上

65歳以上の方 205万円以上 214万円以上

退職共済年金の受給者であって、
老齢基礎年金が支給されている方

退職共済年金の年金
額が127万円以上

退職共済年金の年金
額が137万円以上

〇新たに申告書の提出対象となる方
老齢または退職を支給事由としている年金の支給額が、単身者の住民税の非課税限度額以上

である方で、寡婦ひとり親や障害者に該当する、または、控除対象となる配偶者や親族を扶
養している方。

級地区分 65歳未満 65歳以上

1級地 105万円 155万円

2級地 101.5万円 151.5万円

3級地 98万円 148万円

<65歳以上の方（世帯人数一人）の場合の所得税と住民税の課税対象範囲>

<非課税限度額>

新たに申告書の提出義務が発生

214万円
未満 1級地

155万円
未満

2級地

151.5万円
未満

3級地

148万円
未満

住民税の非課税範囲 

従来基準の扶養親族等申告書の勧奨範囲（214万円以上）

所得税の非課税範囲
（基礎控除引き上げ）
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〇日本年金機構から申告書のお知らせを送付する対象者
単身者の住民税の非課税限度額は市区町村ごとに異なり、日本年金機構では市区町村ごとの

基準額を捕捉することが困難であるため、上記の3級地の基準額である、65歳未満の方98万円
以上、65歳以上の方148万円以上の方（退職共済年金の受給者であって、老齢基礎年金が支給
されている方については、退職共済年金の支給額が70万円以上の方）に令和９年分の申告書の
お知らせをお送りします。
日本年金機構から申告書のお知らせが送付された方であっても、お住いの市区町村の非課税

限度額によっては住民税の課税対象外であり、申告書提出が必要でない方も含まれることにご
留意ください。

＜税制改正に伴う変更点＞

〇所得控除の対象となる配偶者の要件の変更

＜改正後 配偶者控除等（源泉徴収時）の要件＞
配偶者所得

62万円以下
62万円超～

95万円以下

95万円
超

本
人

所
得

900万円以下 配偶者控除（70歳以上の場合は控除の加算あり） 障害者控除 配偶者特別控除

900万円超 障害者控除 控除対象外

控除対象となる配偶者の所得の要件が一部変更となりました。

＜改正前 配偶者控除等（源泉徴収時）の要件＞
配偶者所得

58万円以下
58万円超～

95万円以下

95万円
超

本
人

所
得

900万円以下 配偶者控除（70歳以上の場合は控除の加算あり） 障害者控除 配偶者特別控除

900万円超 障害者控除 控除対象外

〇所得控除の対象となる親族の要件の変更
配偶者以外の親族の控除対象となる所得の要件が年間所得の見積額「58万円以下」から「62

万円以下」に引き上げられました。

年齢 区別 年間所得の見積額

16～18歳 ― 58万円以下 ⇒ 62万円以下

19～22歳 特定扶養親族 58万円以下 ⇒ 62万円以下

特定親族（※） 58万円超～85万円以下
⇒ 62万円超～85万円以下

23～69歳 ― 58万円以下 ⇒ 62万円以下

70歳以上 老人扶養親族 58万円以下 ⇒ 62万円以下

＜控除対象となる親族の所得要件＞
※所得金額が85万円超123万円以

下である方は確定申告を行うこと
で特定親族特別控除が受けられま
す。詳しくは、お近くの税務署に
お問い合わせください。
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令和９年分の申告書は、以下の日程以降、パソコンやスマートフォンで電子申請が可能です。
対象によって、時期が異なることに注意してください。電子申請をすることで、紙の申告書を
郵送する手間も切手代も不要であるため、ぜひご活用ください。

○電子申請の対象者
受給している老齢年金が上記の年金額に該当している方は電子申請により提出が可能です。

※ただし、ねんきんネットが利用できない旧法老齢年金の受給者の方、および、国外に居住する
配偶者または扶養親族等を控除対象とする方を除きます。

○電子申請の利用条件
電子申請を利用するためには、以下の手続きを完了する必要があります。
・マイナンバーカードの取得
・マイナンバーカードに署名用電子証明書のパスワード（6桁～16桁）を設定
・マイナアプリの利用登録（マイナポータルの利用者登録）
・マイナポータルとねんきんネットの認証連携
（電子申請受付開始日前に手続きを行っていない方でも、上記の手続きを行った後であれば電子
申請は利用可能です）

○対象者へのお知らせ
• マイナポータルとねんきんネットの認証連携を済ませており、申告書のお知らせ送付対象と

なる方には、上記の受付開始日から順次、マイナポータルにお知らせをお送りします。
• 併せて、ねんきんネットIDを保有している方で、メールアドレスを登録してる方にはお知ら

せメールをお送りします。
• 送付する紙の申告書に、電子申請を案内するリーフレットを同封します。

＜申告書の電子申請サービス＞

○令和９年分申告書の電子申請受付開始日
• 所得税の源泉徴収対象となる方（65歳未満の方164万円以上、65歳以上の方214万円以上）

受付開始日：令和８年９月３日（木）
提出期限 ：令和８年10月20日（火）

• 住民税の非課税限度額以上の年金額である方（65歳未満の方98万円以上～164万円未満、65
歳以上の方148万円以上～214万円未満）
受付開始日：令和８年10月２日（金）
提出期限 ：令和８年10月20日（火）
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○前年（令和8年）分の申告書を電子申請で提出した方へのお知らせ
前年分の申告書を電子申請で提出した方、または、事前にねんきんネットに申告書のペーパー

レス化の登録をされている方には、紙の申告書は送付せず、マイナポータル等へのお知らせに申
告書のご案内をします。

ただし、提出期限（令和８年10月20日（火））までに提出のない方には、11月にお知らせハ
ガキを送付します。

○申告書のレイアウトの変更
税制改正により、所得要件が「58万円」⇒「62万円」に変更されることに伴い、申告書の所

得額の記載が一部変更となっています。申告書のレイアウトは28～ 31ページをご覧ください。

＜紙の申告書の送付＞

以下の日程で、順次、対象者宛てに令和９年分の紙の申告書を送付します。
○令和9年分申告書の申告書送付日

• 所得税の源泉徴収対象となる方（65歳未満の方164万円以上、65歳以上の方214万円以上）
送付（差出）開始日：令和８年９月７日（月）
提出期限 ：令和８年10月20日（火）

• 住民税の非課税限度額以上の年金額である方（65歳未満の方98万円以上～164万円未満、65
歳以上の方148万円以上～214万円未満）
送付（差出）開始日：令和８年10月５日（月）
提出期限 ：令和８年11月30日（月）

○一定年齢以下の方へのお知らせ
年金受給者の生年月日が「昭和36年１月２日以降」（＝令和8年時点で65歳以下）である方に

は、紙の申告書は送付せず、電子申請の利用方法を記載したリーフレットのみを送付し、電子申
請による申告書の提出をご案内します。

ただし、提出期限（令和８年10月20日（火））までに提出のない方には、11月に紙の申告書
を送付します。

＜注意事項＞

○日本年金機構から申告書のお知らせが送付された方でも、住民税が非課税対象である場合があ
ります。
日本年金機構から申告書のお知らせが送付された方であっても、その方の老齢年金の金額が、

お住いの市区町村の住民税の非課税限度額に満たない場合、申告書の提出は不要です。市区町村
へ住民税に関するお問い合わせが想定されますので、適切なご案内をお願いします。

○年金受給者が年の途中で転居した場合の申告書の提出要否
受給者は申告書提出当時に居住していた市区町村の非課税限度額で申告書の提出要否を判断し

ます。しかし、令和９年中に転居した場合、申告書提出当時は法令上申告書の提出義務はないも
のの、実際には住民税の課税対象となる場合があります。この場合、申告書を提出していないた
め、これまでと同様に、確定申告（又は市区町村への申告）等を行わないと、住民税において、
配偶者等の控除が受けられなくなりますので、ご留意ください。
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○電子申請には署名用電子証明書のパスワードが必要です。
マイナンバーカードへの署名用電子証明書パスワード（英数字６桁～16桁）の設定方法等に関

して市区町村へお問い合わせが想定されますので、必要な対応をお願いします。

＜注意事項＞

○電子申請により申告書を提出した方は、紙の提出は不要です。
電子申請により提出された方は、紙の申告書を別途提出する必要はありません。重複して提出さ

れた場合は、原則として電子申請の申告内容が反映されます。紙と電子申請で重複して提出しない
よう、ご案内ください。

＜電子申請に関する問い合わせがあった場合＞
日本年金機構ホームページには、申告書の電子申請の操作方法、説明動画、Ｑ＆Ａ等を令和８年

９月3日（木）から掲載します。お客様から電子申請に関するお問い合わせがあった際は、こちら
をご案内ください。

○相談チャット
日本年金機構ホームページでは、扶養親族等申告書に関するよくあるお問い合わせに自動でお答え

する相談チャットを開設しています。24時間いつでも対応しています。

お問い合わせ時間
月曜日 午前8:30～午後7:00
火～金曜日 午前8:30～午後5:15

（月曜日が祝日の場合は、翌日以降の開所日初日に午後7:00まで）
第２土曜日 午前9:30～午後4:00

※土日、祝日（第２土曜日を除く）、12月29日～1月3日はご利用いただけません。

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/denshi_fuyo.html
「扶養親族等申告書はスマートフォン等で提出できます」
日本年金機構ホームページ

＜ご不明な点がある場合＞

○お問い合わせダイヤル
相談チャットや日本年金機構ホームページで解決しない場合のお問い合わせは「扶養親族等申告書

お問い合わせダイヤル」で受付します。お近くの年金事務所と併せてご案内ください。
「扶養親族等申告書お問い合わせダイヤル」

ナビダイヤル       ０５７０-０８１-２４０
050から始まる電話の場合 (東京)０３-６８３７-９９３２

○日本年金機構から申告書のお知らせが送付されない方でも、紙の提出は可能です。
受給している老齢年金が一定金額に満たない方へは申告書のお知らせを送付していません。住民

税等の関係で、申告書の提出を希望される場合は、日本年金機構ホームページから紙の申告書（手
書き用）をダウンロードして、提出することが可能です（電子申請は利用できません）。

○令和８年分の申告書を未提出である方への対応
令和８年９月以降ににお送りする申告書は「令和９年分」であり、住民税に反映されるのは令

和10年です。令和９年の住民税に申告内容を反映させるには、令和８年分の申告書の提出が必要
です。令和９年分申告書の提出によって、令和９年の住民税の控除が受けられるわけではないこ
とに注意してください。令和８年分申告書を未提出である者から相談があった場合、確定申告や
住民税に係る市区町村への申告をご案内ください。
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令和9年分公的年金等の受給者の扶養親族等申告書に同封する「大切なお知らせ」 1/4
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令和9年分公的年金等の受給者の扶養親族等申告書に同封する「大切なお知らせ」 2/4
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令和9年分公的年金等の受給者の扶養親族等申告書に同封する「大切なお知らせ」 3/4
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令和9年分公的年金等の受給者の扶養親族等申告書に同封する「大切なお知らせ」 4/4
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令和9年分公的年金等の受給者の扶養親族等申告書（紙・9月発送所得税用） 1/2

配偶者障害
該当なしの場合は記入不要

1.普通
　 障害

2.特別　
 障害

提　出　期　限

上記以外の場合

電話番号

　　　

氏　名

 

1.夫                       2.妻

控除対象となる配偶者

         配偶者の区分
源泉控除対象配偶者または

障害者に該当する同一生計配偶者

氏 名

生年月日

続 柄

５

令和8年10月20日

フリガナ

年 月 日

機構
使用欄

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

提出年月日 令和　    　年　    　月　    　日

　
前年から「変更なし」で申告します。

前年から「変更あり」で申告します。
「作成と提出の手引き」をご覧のうえ、変更がない箇所も
含め、該当項目をご確認ください。

ア

イ

０

受　給　者Ａ

　提出年月日およびⒶ受給者欄にご本人の氏名、電話番号を

　記入し、ご提出ください。他の項目はご記入不要です。

年間所得の見積額を計算し、右の欄に　
ご記入ください（収入がない方はゼロ　
を記入）。

６

７

国外居住の有無
国内居住の場合は記入不要

1.非居住者

配偶者の所得見積額が62万円
以下かつ70歳以上の場合に該当

退職所得あり

万円

退職所得がある方は、右の欄に〇をした

うえで、上記金額から退職所得を除いた

金額をご記入ください（退職所得がない

方は記入不要です）。

８

配偶者の収入が年金のみで、
下記1、2のどちらかに該当の方は  
右の欄に○をしてください。
１．65歳以上の場合、年金額が
　　172万円以下の方　
２．65歳未満の場合、年金額が

　　122万円以下の方

Ｂ

万円

※扶養親族（16歳未満）の記載は、地方税法第45条の3の3および第317条の3の3の規定による「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の記載を兼ねています。
2609 1034 001

※令和9年分扶養親族等申告書をスマートフォン等で電子申請により
   提出した場合は、本用紙の提出は不要です。

同居等の区分

配偶者老人区分

 

 本人障害 　　 

 本人所得 年間所得の見積額が900万円を超える
場合は右の欄に○をしてください。

３

１

寡婦等
本人の年間所得見積額
500万円以下

退職所得があり
退職所得を除いた
所得で要件に該当

２

地方税（個人住民税）控除のみ

特定・老人の種別

障 害
 該当なしの
 場合は
 記入不要

続 柄
源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

氏 名

氏 名

フリガナ

個人番号

（マイナンバー）

個人番号

（マイナンバー）

　　扶養親族等　（３人目以降は裏面にご記入ください）Ｃ

年 月 日

機構
使用欄

フリガナ

機構
使用欄

国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要10

11 12 13

９

1.同居 2.別居

国外居住

生年月日 年間所得の見積額同居等の区分

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

年 月 日

19歳～22歳は85万円、それ以外は62万円
を超える場合、控除額計算の対象外です。

下記    ～    は該当なしの場合は記入不要です。１ ３

機構
使用欄

４

1.寡婦
（子がいない女性の方）

2.ひとり親
（子がいる方）

5.ひとり親4.寡婦

1.普通障害 2.特別障害

1.明 3.大 5.昭 7.平

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.同居 2.別居

国外居住

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

退職所得

がある方

退職所得

がある方

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

1.同居 2.別居

2.老人

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

QR

機構事務処理用

ネンキン　タロウ

昭和33年11月30日

ネンキン　　　　　ハナコ

年金　　　花子

33 5 3

収録済 * * * * * * * * * * * *

収録済 * * * * * * * * * * * *

未収録

ネンキン　　　　　イチロウ

年金　　　一郎 7 6 11

ネンキン　　　　　ジロウ

年金　　　次郎
9 4 12

99999  99999  9999  
99999  99999  99999

令和　　　年分　公的年金等の受給者の扶養親族等申告書9
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令和9年分公的年金等の受給者の扶養親族等申告書（紙・9月発送所得税用） 2/2

   年金の支払者　官署支出官　厚生労働省年金局事業企画課長

                                    法人番号　6000012070001

　　扶養親族等 （ 続 き ）　

摘要

14

　　摘　要　欄Ｄ

特定・老人の種別
続 柄

氏 名

氏 名

フリガナ

個人番号

（マイナンバー）

個人番号

（マイナンバー）

Ｃ

機構
使用欄

フリガナ

機構
使用欄

国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要

12

氏 名

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

障 害
 該当なしの
 場合は
 記入不要

11

機構
使用欄

源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

９

※扶養親族（16歳未満）の記載は、地方税法第45条の3の3 
   および第317条の3の3の規定による「公的年金等の受給者   
   の扶養親族等申告書」の記載を兼ねています。

10

同居等の区分生年月日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

年間所得の見積額

13

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

19歳～22歳は85万円、それ以外は62万円
を超える場合、控除額計算の対象外です。

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

〒ｘｘｘ-ｘｘｘｘ

杉並区　高井戸西　ｘ－○○ー△△

　　　　　　　　　　　　　　

年金　太郎　　　様

QR

裏 面
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令和9年分公的年金等の受給者の扶養親族等申告書（紙・10月発送住民税用） 1/2

配偶者障害
該当なしの場合は記入不要

1.普通
　 障害

2.特別　
 障害

提　出　期　限

上記以外の場合

電話番号

　　　

氏　名

 

1.夫                       2.妻

控除対象となる配偶者

         配偶者の区分
源泉控除対象配偶者または

障害者に該当する同一生計配偶者

氏 名

生年月日

続 柄

５

令和8年11月30日

フリガナ

年 月 日

機構
使用欄

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

提出年月日 令和　    　年　    　月　    　日

　
前年から「変更なし」で申告します。

前年から「変更あり」で申告します。
「作成と提出の手引き」をご覧のうえ、変更がない箇所も
含め、該当項目をご確認ください。

ア

イ

０

受　給　者Ａ

　提出年月日およびⒶ受給者欄にご本人の氏名、電話番号を

　記入し、ご提出ください。他の項目はご記入不要です。

年間所得の見積額を計算し、右の欄に　
ご記入ください（収入がない方はゼロ　
を記入）。

６

７

国外居住の有無
国内居住の場合は記入不要

1.非居住者

配偶者の所得見積額が62万円
以下かつ70歳以上の場合に該当

退職所得あり

万円

退職所得がある方は、右の欄に〇をした

うえで、上記金額から退職所得を除いた

金額をご記入ください（退職所得がない

方は記入不要です）。

８

配偶者の収入が年金のみで、
下記1、2のどちらかに該当の方は  
右の欄に○をしてください。
１．65歳以上の場合、年金額が
　　172万円以下の方　
２．65歳未満の場合、年金額が

　　122万円以下の方

Ｂ

万円

※扶養親族（16歳未満）の記載は、地方税法第45条の3の3および第317条の3の3の規定による「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」の記載を兼ねています。
2610 1034 002

※令和9年分扶養親族等申告書をスマートフォン等で電子申請により
   提出した場合は、本用紙の提出は不要です。

同居等の区分

配偶者老人区分

 

 本人障害 　　 

 本人所得 年間所得の見積額が900万円を超える
場合は右の欄に○をしてください。

３

１

寡婦等
本人の年間所得見積額
500万円以下

退職所得があり
退職所得を除いた
所得で要件に該当

２

地方税（個人住民税）控除のみ

特定・老人の種別

障 害
 該当なしの
 場合は
 記入不要

続 柄
源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

氏 名

氏 名

フリガナ

個人番号

（マイナンバー）

個人番号

（マイナンバー）

　　扶養親族等　（３人目以降は裏面にご記入ください）Ｃ

年 月 日

機構
使用欄

フリガナ

機構
使用欄

国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要10

11 12 13

９

1.同居 2.別居

国外居住

生年月日 年間所得の見積額同居等の区分

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

年 月 日

19歳～22歳は85万円、それ以外は62万円
を超える場合、控除額計算の対象外です。

下記    ～    は該当なしの場合は記入不要です。１ ３

機構
使用欄

４

1.寡婦
（子がいない女性の方）

2.ひとり親
（子がいる方）

5.ひとり親4.寡婦

1.普通障害 2.特別障害

1.明 3.大 5.昭 7.平

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.同居 2.別居

国外居住

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

退職所得

がある方

退職所得

がある方

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

1.同居 2.別居

2.老人

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

QR

機構事務処理用

ネンキン　タロウ

昭和33年11月30日

ネンキン　　　　　ハナコ

年金　　　花子

33 5 3

収録済 * * * * * * * * * * * *

収録済 * * * * * * * * * * * *

未収録

ネンキン　　　　　イチロウ

年金　　　一郎 7 6 11

ネンキン　　　　　ジロウ

年金　　　次郎
9 4 12

※作成時点で、年金額が住民税の課税対象となり
   得る金額以上の方へお送りしています。

99999  99999  9999  
99999  99999  99999

令和　　　年分　公的年金等の受給者の扶養親族等申告書9
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令和9年分公的年金等の受給者の扶養親族等申告書（紙・10月発送住民税用） ２/2

　　年金の支払者　官署支出官　厚生労働省年金局事業企画課長

                                    法人番号　6000012070001

　　扶養親族等 （ 続 き ）　

摘要

14

　　摘　要　欄Ｄ

特定・老人の種別
続 柄

氏 名

氏 名

フリガナ

個人番号

（マイナンバー）

個人番号

（マイナンバー）

Ｃ

機構
使用欄

フリガナ

機構
使用欄

国外居住の有無

国内居住の場合は記入不要

12

氏 名

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

機構
使用欄

氏 名

個人番号

（マイナンバー）

フリガナ

障 害
 該当なしの
 場合は
 記入不要

11

機構
使用欄

源泉控除対象親族（16歳以上）
または扶養親族（16歳未満）※

９

※扶養親族（16歳未満）の記載は、地方税法第45条の3の3 
   および第317条の3の3の規定による「公的年金等の受給者   
   の扶養親族等申告書」の記載を兼ねています。

10

同居等の区分生年月日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

3 子
4 孫
5 父母祖父母

6 兄弟姉妹

7 その他

8 甥姪等

9 三親等以内

年間所得の見積額

13

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

19歳～22歳は85万円、それ以外は62万円
を超える場合、控除額計算の対象外です。

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

3.大 5.昭

7.平 9.令

1.明

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1．特定　  2．老人

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.普通
　 障害

2.特別
　 障害

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

1.同居 2.別居

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

国外居住

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

3.留学

4.障害者

2.30歳未満
   70歳以上

5.年38万円
　以上送金

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

退職所得

がある方

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

62万円以下

62万円超～85万円以下

85万円超

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円超～85万円以下

退職所得を除いた金額が
62万円以下

〒ｘｘｘ-ｘｘｘｘ

杉並区　高井戸西　ｘ－○○ー△△

　　　　　　　　　　　　　　

年金　太郎　　　様

QR

裏 面

令和9年２月の年金の支払時点で所得税の源泉徴収対象と
なった場合は、扶養親族等なしで源泉徴収される場合があり
ますが、その場合は、後日遡って所得税を再計算します。



令和８年度に新たに年金生活者支援給付金を受け取ることができる方へ、令和８年９月１日
（火）から、順次はがき型の請求書をお送りしています。

お問い合わせがあった際には、必要事項をご記入のうえ、提出いただくようご案内をお願いい
たします。送付物およびスケジュール等は下記をご確認ください。

日本年金機構ホームページでは、年金生活者支援給付金の制度や手続きのご案内、よくある質問等を
掲載しています。ぜひご活用ください。

年金生活者支援給付金請求書（はがき型）の送付

32
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送付物およびスケジュール等

留意事項

日本年金機構ホームページ（年金生活者支援給付金）

※ はがき型の請求書が届いた方は、電子申請でのお手続きもご利用いただけます。
※ 電子申請については、同封しているリーフレットをご参照ください。
※ 年金生活者支援給付金請求書（はがき型）と同封リーフレットのレイアウトについては、次ページ

をご覧ください。
※ 所得情報等が確認できない方には、９月14日にA4様式の請求書と所得状況届を送付します。

〇   提出期限を過ぎてもお手続きは可能ですので、提出いただくようご案内ください。
〇   日本年金機構へ令和９年１月４日（月）までに届いた場合、令和８年10月分に遡って年金生  

活者支援給付金をお受け取りいただけますが、令和９年１月５日（火）以降に届いた場合は、
請求書を日本年金機構で受け付けた月の翌月分からとなります。

年末年始は郵便事情により、上記期限までに日本年金機構へ届かない場合がありますので、
お早めに請求していただくよう併せてご案内をお願いいたします。

【送付日】 ９月１日、９月８日、９月14日
【提出期限】９月30日
【送付物】 年金生活者支援給付金請求書（はがき型）、目隠しシール

   リーフレット（年金生活者支援給付金案内、電子申請の２種類）

（日本年金機構ホームページ：年金生活者支援給付金）
https://www.nenkin.go.jp/service/jukyu/seido/sonota-kyufu/shienkyufukin/20190805.html

https://www.nenkin.go.jp/service/jukyu/seido/sonota-kyuhu/shienkyufukin/20190805.html
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はがき型の請求書が届いた方は、
「氏名」「電話番号」「提出日」の
3か所の記載でお受け取りいただけます。

年金生活者支援給付金請求書（はがき型）
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年金生活者支援給付金案内リーフレット 1/4
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年金生活者支援給付金案内リーフレット 2/4
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年金生活者支援給付金案内リーフレット 3/4
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年金生活者支援給付金案内リーフレット 4/4
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電子申請リーフレット 1/4
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電子申請リーフレット 2/4
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電子申請リーフレット 3/4
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電子申請リーフレット 4/4



市区町村における多言語通訳サービスの利用について

42

市区町村職員の皆様が国民年金業務にかかる相談で、窓口に来訪された外国人のお客様を
対応する際、日本年金機構が提供する電話による多言語通訳サービスをご利用いただけます。

対応言語 英語、中国語、韓国語、ポルトガル語、スペイン語、タガログ語、
ベトナム語、タイ語、インドネシア語、ネパール語、ミャンマー語

利用時間

【英語のみ】 月曜日（週の第１営業日） ８：３０～１９：００
火曜日から金曜日  ８：３０～１７：１５
第２土曜日 ９：３０～１６：００

  ※第２土曜日以外の土日、祝日（第２土曜日を除く）、12月29日
～１月３日はご利用いただけません。

【英語以外】 月曜日から金曜日  ８：３０～１７：１５
※土曜日・日曜日・祝日、12月29日～１月３日はご利用い
  ただけません。

利用申込方法 多言語通訳サービスの利用を希望される場合は、管轄の年金事務所
の国民年金課へご連絡ください。

【通訳サービス利用イメージ】
市区町村職員から日本年金機構が提供する多言語通訳サービスの専用電話番号※に架電し、

音声ガイダンスから外国人のお客様が希望する言語を選択してください。
※専用電話番号や詳しい利用方法は、利用申込後に管轄の年金事務所からお知らせします。

①質問（外国語）

③回答

多言語通訳サービス
オペレーター

②質問を翻訳

④回答を翻訳してお客様にお伝え（外国語）

【多言語通訳サービスについて】

外国人のお客様 市区町村職員

≪市区町村窓口≫

受話器の受け渡し 架電
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令和８年８月28日（金）に令和８年度市区町村国民年金事業功績厚生労働大臣表彰が行われました。
市区町村国民年金事業功績厚生労働大臣表彰は、国民年金事業に対する功績が特に顕著であって、

他の模範と認められる市区町村に対し、その功績を称え労苦に報いるとともに、国民年金事業の発展
に寄与することを目的として実施されています。

今年度の被表彰者は、千葉県柏市、埼玉県新座市、静岡県伊豆市、広島県神石郡神石高原町、
鹿児島県南さつま市です。

表彰式では、神谷政務官より「５市町におかれては、国民年金事業の運営にそれぞれ創意工夫をこ
らし、所管の年金事務所とも連携しつつ、保険料免除などの対象となる方や外国人住民へ対する的確
な手続の案内や制度の周知広報に先駆的に取り組んでいただきました。」と祝辞を賜りました。

また、市区町村を代表して、南さつま市の山口市民福祉部長から謝辞が述べられました。
受賞されたみなさま、おめでとうございます。

令和８年度市区町村国民年金事業功績厚生労働大臣表彰

43

祝辞を述べる神谷政務官 謝辞を述べる南さつま市市民福祉部長

「被表彰者のみなさま」
前列は左より、神石高原町住民課長、柏市健康医療部保険年金課国民年金室長、日本年金機構理事長、厚生労働大臣
政務官、年金局長、南さつま市市民福祉部長、新座市いきいき健康部参事兼国保年金課長
後列は左より、備後府中年金事務所長、松戸年金事務所長、事業推進部門担当理事、三島年金事務所長、鹿児島南年
金事務所長、川越年金事務所長
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市区町村名 選定した主な理由

柏市
（千葉県）

申請免除及び学生納付特例に関する英文の案内文書を独自に作
成・配布したことにより、免除制度に対する外国人被保険者の理解
促進に貢献した。

納付方法、前納制度及び免除制度などの概要をまとめたリーフ
レットを独自に作成・配布の上、制度周知を行い、納付率や口座振
替実施率の向上に貢献した。

新座市
（埼玉県）

国民年金担当以外の課係と連携し、転入手続きに訪れた来庁者を
国民年金係に漏れなく誘導する体制を構築した上で、転入者の資
格・納付記録に応じて届出勧奨や納付勧奨を行ったことにより、納
付率の向上に貢献した。

各月の前納額、割引額及び納付期限などが記載された一覧表を作
成し、前納案内の際に活用したことにより、前納の利点及び注意点
を正確に周知した。

伊豆市
（静岡県）

市職員が市内の競輪選手養成所において、候補生へ年金制度の説
明を行うことにより、年金制度の普及啓発及び納付率の向上に貢献
した。

年金事務所と連携して市の封筒を用いた免除勧奨を行い、納付率
の向上に貢献した。

神石郡
神石高原町
（広島県）

国民年金担当以外の課と連携し、転入及び年金手続きに関する案
内をワンストップ化したほか、窓口に翻訳ツールを導入し、多言語
対応を可能にするなど、外国人被保険者に対する案内体制を強化す
ることにより、納付率の向上に貢献した。

国民年金保険料産前産後免除に該当する者の情報を年金事務所と
共有し、連携して制度周知及び届出勧奨を行うなど、制度の利用促
進に貢献した。

南さつま市
（鹿児島県）

納付方法、免除制度及び年金給付の概要をまとめたリーフレット
を独自に作成し、来庁者への案内に活用して制度周知を行ったほか、
口座振替や前納の勧奨にも積極的に取り組み、納付率の向上に貢献
した。

「ねんきん月間」及び「年金の日」において、本庁や各支所で懸
垂幕を掲揚するなど、年金制度の普及啓発に貢献した。

以下、表彰市区町村の取組をご紹介いたします。

※令和６年度の取組に対する表彰
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【参考】柏市（千葉県）
（英文の案内文書）

（独自チラシ）
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【参考】新座市（埼玉県）

（市区町村が作成した前納一覧表）

（他部署との連携）
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【参考】伊豆市（静岡県）
（独自チラシ）
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【参考】神石高原町（広島県）

（町の広報誌）
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【参考】南さつま市（鹿児島県）

（懸垂幕掲揚の様子）

（独自チラシ）



はじめに

53 障害年金講座
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はじめに

目次

Vol.

平素より年金事業にご理解とご協力を賜り、誠にありがとうございます。
「障害年金講座」コーナーでは、市区町村の皆様方向けに、障害年金に関する窓口事務での注
意点やよくある返戻事例等、さまざまな情報をお届けしております。

毎号、市区町村の皆様方の日々の業務にお役立てできるよう努めてまいりますので、今後と
もよろしくお願いします。

今回のテーマは「確認事項の使い分け【請求書様式変更に伴う請求事由確認等
について（その２）】」です。

１

障害年金センター

請求事由確認欄の変更由

旧様式では、請求書に「障害給付 請求事由確認書」（以下「請求事由確認書」という）を
添付することにより行っていた予備的事後重症請求（障害認定日による請求を行うが、障害認
定日に受給権が発生しない場合は、事後重症による請求も併せて行うこと）について、
  新様式では、「請求事由確認書」を年金請求書の記載事項として一体化し、「請求事由確認
欄」に予備的事後重症請求に関する欄が追加されたことにより、「請求事由確認書」の添付が
不要となりました。

令和７年６月に障害年金請求書の様式が変更となり、様式変更に伴う新様式における請求事
由確認の留意事項等について、「かけはし」第96号（令和７年９月発行）に掲載しましたが、
新様式への変更から１年が経ち、現在においても旧様式での請求がみられること、また、新様
式での予備的事後重症請求に係る記入方法について多くの照会が寄せられていることから、今
回は、旧様式と新様式における請求事由ごとの記入方法等の相違点を中心とした説明を掲載し
ます。

September2026＜Vol.102＞ 
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はじめに

由

① 障害認定日による請求 （予備的事後重症請求を行わない場合） 
障害認定日（障害の程度を定める日のことで、その障害の原因となった傷病についての初診日か

ら起算して１年６ヵ月を経過した日又は１年６ヵ月以内にその傷病が治った場合は、その日）に
法令に定める障害の状態にあるときは、障害認定日の翌月分から年金を受けることができます。

このことを「障害認定日による請求」といいます。
【必要な診断書】

障害認定日の障害状態が確認できる診断書※
ただし、障害認定日と請求日が１年以上離れているときは、下記②の予備的事後重症請求をし

ない場合でも、請求日以前3月以内の現症のものが併せて必要です。
※原則として、障害認定日以後３月以内（20歳前障害については、20歳到達日前後３月以内）

の現症のもの。

③ 事後重症による請求 
障害認定日に法令に定める障害の状態に該当しない方で、その後病状が悪化し、法令に定める障

害の状態になったときには請求日の翌月分から年金を受け取ることができます。
このことを「事後重症による請求」といいます。

【必要な診断書】
請求日の障害状態が確認できる診断書※
※原則として、請求日以前３月以内の現症のもの

注）「初めて障害等級の１級または２級に該当したことよる請求」の説明は割愛します。

② 障害認定日による請求（併せて予備的事後重症請求を行う場合） 
上記①の「障害認定日による請求」を行った上で、障害認定日に受給権が発生しない場合に、下

記③の「事後重症による請求」を併せて行うことをいいます。
⇒「障害認定日による請求」に基づき審査を行った結果、障害認定日に受給権が発生すると認めら
ないときに、「事後重症による請求」の効力が生じます。

【必要な診断書】
障害認定日の障害状態が確認できる診断書及び請求日の障害状態が確認できる診断書※
※原則として、障害認定日以後３月以内（20歳前障害については、 20歳到達日前後３月以内）
のものと請求日以前3月以内の現症のもの

２ 請求事由とその請求に必要な診断書
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３ 旧様式と新様式の「請求事由確認欄」の記入方法

① 障害認定日による請求を行う場合（予備的事後重症請求を行わない場合） 
・（１）の「１．障害認定日による請求」に〇を付けます。

② 障害認定日による請求を行う場合（併せて予備的事後重症請求を行う場合） 
・（１）の「１．障害認定日による請求」に〇を付けます。
・次ページの「請求事由確認書」を添付します。

③ 事後重症による請求を行う場合
・（１）の「２．事後重症による請求」に〇を付けます。
・その下の「「2」を〇で囲んだときは右欄の該当する理由の番号を〇で囲んでくださ

い。」のうち、該当する番号に〇を付けます。
     また、「３．その他」に〇を付けた場合は、（ ）内に具体的な理由を記載します。

前ページの①～③の請求事由ごとの記入方法は、以下のとおりです。

旧様式の請求事由確認欄

目次
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請求傷病名を
記載してください
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はじめに
新様式の請求事由確認欄

① 障害認定日による請求を行う場合（予備的事後重症請求を行わない場合） 
・「障害給付の請求事由」欄の１（障害認定日による請求）
・「事後重症請求に関する確認事項」欄の２
に〇を付けます。

② 障害認定日による請求を行う場合（併せて予備的事後重症請求を行う場合） 
・「障害給付の請求事由」欄の１（障害認定日による請求）
・「事後重症請求に関する確認事項」欄の１
に〇を付けます。
※旧様式に添付する「請求事由確認書」は不要です。

③ 事後重症による請求を行う場合
・「障害給付の請求事由」欄の２（事後重症による請求）
・「事後重症請求に関する確認事項」欄の１～３のうち、
該当する番号に〇を付けます。

また、３（その他）に〇を付けた場合は、（ ）内に
具体的な理由を記載します。

はじめに

障害認定日による請求のみを行う場合（障害認定日の障害状態が確認できる診断書のみ添
付）にもかかわらず、請求事由確認欄の記載が上記②となっている誤りが多くみられます。

予備的事後重症の請求を行なわない場合は、上記①による記載をお願いします。

４ 留意点

１～３のうち、該当する
番号に〇

請求事由について過去の「かけはし」でも同様の内容を掲載していますので、併せてご
参照ください。
【旧様式での請求】  「かけはし」第６５号（令和２年９月発行）
【新様式での請求】  「かけはし」第９６号（令和７年９月発行）
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国民年金保険料は所得税法及び地方税法上、社会保険料控除としてその年の課税所得
から控除されます。

控除の対象となるのは、令和８年中（令和８年1月1日から令和８年12月31日）に納
めた保険料の全額です（令和８年中に納めたものであれば、過去の年度分の保険料や追
納した保険料も対象です）。

令和８年中に納付した国民年金保険料について、社会保険料控除を受けるためには、
年末調整や確定申告の際に、保険料を支払ったことを証明する書類の添付が必要です。

このため、日本年金機構から、下記のスケジュールで「社会保険料（国民年金保険
料）控除証明書」が対象の方に送付されます。お手元に届きましたら、大切に保管し、
年末調整や確定申告の際に使用してください。

「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」は、e-Taxで利用できる電子データの
送付もしています。郵送よりも早く受け取ることができます。

マイナポータルから「ねんきんネット」にログインし、電子送付の希望登録を行うと、
マイナポータルの「お知らせ」で電子データを受け取ることができます（電子送付の希
望登録を行うと、登録後は書面の郵送が停止されます）。

なお、ご家族（配偶者やお子様等）の国民年金保険料を支払っている場合も、その保
険料について控除が受けられます。
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対象者 送付方法 送付時期

①
令和８年１月１日から令和８年9月30
日までの間に国民年金保険料を納付し
た方

電子送付
令和８年10月中旬から10月下旬

にかけて順次

郵送
令和８年10月下旬から11月上旬

にかけて順次

②

令和８年10月1日から令和８年12月
31日までの間に国民年金保険料を納
付した方
（①の対象者は除きます。）

電子送付 令和９年１月下旬から順次

郵送 令和９年２月上旬

広報の広場

国民年金保険料は全額が社会保険料控除の対象です！

市区町村広報誌の原稿にご利用ください！
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広報の広場

国民年金保険料は全額が社会保険料控除の対象です！

日本年金機構から、「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」が対象の方に送付されます。
お手元に届きましたら、大切に保管し、年末調整や確定申告の際に使用してください。

「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」は、e-Taxで利用できる電子データの送付も行って
います。郵送よりも早く受け取ることができます。

マイナポータルから「ねんきんネット」にログインし、電子送付の希望登録を行うと、マイナ
ポータルの「お知らせ」で電子データを受け取ることができます。（電子送付の希望登録を行うと、
登録後は書面の郵送が停止されます。）

（１）控除証明書相談チャット（24時間対応）
（https://www.nenkin.go.jp/service/seidozenpan/chatbot.html）

お問い合わせに対話形式で24時間自動対応するチャットボットを開設しています。
「ねんきんチャットボット」へアクセスし、「被保険者の方」 「控除証明書」を選択して
ください。令和８年分への更新は令和８年10月上旬に行う予定です。

（２）日本年金機構ホームページ （https://www.nenkin.go.jp/）
「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」の概要、よくあるご質問（Ｑ＆Ａ）等
を掲載しています。令和８年分への更新は令和８年10月上旬に行う予定です。

（３）ねんきん加入者ダイヤル
◆電話番号 （ナビダイヤル）０５７０－００３－００４

 ０５０から始まる電話でおかけになる場合 （東京）０３－６６３０－２５２５
◆受付時間 ・月～金曜日 ８：３０～１９：００

・第２土曜日※    ９：３０～１６：００
※第２土曜日以外の土・日・祝日、12/29～１/3はご利用いただけません。

＜「社会保険料（国民年金保険料）控除証明書」に関するお問い合わせ＞
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対象者 送付方法 送付時期

①
令和８年１月１日から令和８年9月30
日までの間に国民年金保険料を納付し
た方

電子送付
令和８年10月中旬から10月下旬

にかけて順次

郵送
令和８年10月下旬から11月上旬

にかけて順次

②

令和８年10月1日から令和８年12月
31日までの間に国民年金保険料を納
付した方
（①の対象者は除きます。）

電子送付 令和９年１月下旬から順次

郵送 令和９年２月上旬

市区町村広報誌の原稿にご利用ください！
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地域の独自情報

編集後記

日中は暑さが残るものの、少しずつ秋らしさを感じる季節となりました。皆様いかがお過ごしで
しょうか。

今号では、令和８年10月に施行される国民年金育児免除制度の創設や国民年金保険料免除・納付
猶予申請書の送付、令和９年分公的年金等の受給者の扶養親族等申告書について記載しました。皆
様の業務の一助となれば幸いです。
「かけはし」は、今年度も皆さまのご意見とご要望をいただきながら、業務に役立つ情報を提供し
てまいります。どうぞよろしくお願いいたします。

日本年金機構 事業推進統括部 地域年金事業グループ
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